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本音で語る南海地震対策と市町村の課題

令和2年10月17日
依光晃一郎



南海トラフ地震対策は、完璧か？

・何が起こるかは、大体想定できる

・しかし、準備はまだまだ

・想定外のことも発生＝コロナ禍で発生したら？

・議員の仕事は、行政の仕事を理解し、サポート
→問題提起・提案



まずは、想定を知ろう
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・東日本大震災から教訓
2011年（平成23年）3月11日

・住宅の耐震化
→倒壊による圧死を防ぐ
→津波から逃げる空間

・早期避難意識
→津波の過小評価による

逃げ遅れ
→高知は、津波到来まで

時間がない

・避難空間整備
→津波避難タワー
→津波避難シェルター
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・死者を限りなく0に

＜重点課題＞
命を守る
１住宅の安全性の確保
２津波避難対策の充実
３南海トラフ地震臨時情報

命をつなぐ
４医療救護体制の確立
５避難所の確保と運営体制の充実
６道路の復旧・燃料の確保
７仮設住宅・廃棄物処理
８長期浸水対策 ←6万人
９要配慮者支援 ←高齢者・障害者
１０備蓄や防災組織・啓発
１１受援体制の確立 ←県外から

11は、今回の改定で追加
（依光 令和2年2月定例会で質問）



高知県のHPで、津波の啓発



高知県では、津波に備え、

・防波堤の設置＝3重防護

・堤防の耐震化

を進めている

技研製作所のインプラント工法
＝粘り強い防波堤



津波が来ても、逃げない

・避難意識が課題

→私は、もう年やき、
逃げんでもえい。

→高知県民の楽天的な県民性

→家具の固定は？
倒れてきたら逃げ道を塞ぐ



・災害廃棄物処理計画

→災害廃棄物仮置場381ha不足

・災害公営住宅建設計画

→仮設住宅建設用地458ha不足

（東京ドーム＝約4.7ha）
（春野総合運動公園＝59.7ha）

上記２つは、用地として競合

高知県震災復興都市計画も進まない





令和2年7月豪雨熊本県人吉市







長期浸水への備え

・高知市中心部が浸水

・高知県の町は、浸水する町が多い。
→太平洋側に町。

・他県は、中心市は被害なし

・最近は、浸水地域にマンション
建設が増加。→なぜ売れる？



長期浸水は、大問題

排水を効率的に。

地盤沈下により、河川堤防
が機能せず。

県庁も、浸水する。

→県庁職員は、
負けずに登庁！



地震後の参集については、大きな課題である高知市の長期浸水問題があります。高知県の防災マップによれば、
最大クラスの地震が発生すれば、県庁の西側は１メートル以下の浸水、東側は２メートル以下の浸水となって
おります。当然、これまでの堤防の強靱化などにより、想定よりも水位が上がらない可能性や、近傍待機職員
は出勤するまでの時間には浸水していないという時間的余裕もあるでしょう。しかし、参集して業務に取りか
かることができれば浸水の問題は今後は考えなくてよいということではなく、災害復旧の長期的な闘いを継続
していく中において大きなハンディとなり続けます。

防災マップの示す地図から私が連想するのは、豊臣秀吉による備中高松城の水攻めで、城の周りが池となっ
た落城寸前の姿です。私の連想は悲観的な想像かもしれませんが、最大クラスの地震が起こった後、県庁に登
庁するため、また家に帰るために安全に移動できる道の指定など、浸水のハンディを乗り越える準備をしてい
くことが重要ではないかと思います。このことは、職員の安心につながるはずです。

また、アンケートでは、参集途上に津波浸水域がある場合は参集に支障が出るため、一律に参集時間を２時
間余分にかかるものとしたということが書かれていますが、例えば小学校区ごとに通勤ルートなどをシミュ
レーションしておけば、もう少し正確なアンケートとなり、初動対応の人員予想の精度が上がるのではと考え
ます。

そこで、高知県防災マップにある津波予想図、予測時間、液状化可能性予測図をもとに、県庁職員の通勤
ルートについて、例えば小学校区ごとのルートについて事前に検討し、職員に周知しておくことができないか、
危機管理部長にお聞きをいたします。

令和2年2月定例会 職員の災害対策本部への参集について依光質問



（答弁 危機管理部長）

職員一人一人が、南海トラフ地震が発生した直後における自宅から参集場所までのルートを、津波の浸水予
測区域や到達予測時間などのリスクも含めて考え、あらかじめ検討していくことは重要なことだと考えていま
す。

各職員には、毎年年度当初に、大規模地震発生時の参集可能場所を登録してもらっていますが、その際津波
浸水予測区域などを踏まえた参集ルートを各自に検討してもらっています。

県では、勤務時間外に南海トラフ地震が発生した場合でも、災害対策本部会議を発生１時間後に開催す
ることを目指しています。

そのため、勤務時間外に実際に職員が参集して本部会議を開催してみる参集訓練を来年度は実施することと
しています。

その結果も踏まえ、各自が考えている参集ルートなどが適切かどうか検証してもらい、必要に応じて参集
ルートを見直すよう取り組んでいきたいと思います。





子供にもしっかりと教育 ＝ 防災教育
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南海トラフ地震に備えるのは、政治家の役目

・政治家は、未来を見据えて政策立案

問題意識を持って、言い続ける。
行政は、単年度の予算執行という視点。議員は、長期的視点。

・新たな防災対策があれば、どんどんパワーアップ。

ＩＴ・デジタル技術。新たな土木工法。

・市町村の主体的な取り組み・責任感が重要。県はしっかりバックアップ。

南海トラフ地震を乗り越えるために、共に頑張りましょう！
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